
島原鉄道廃止発表に伴うこれまでの経緯

　
地
域
振
興
に
必
要
不
可
欠
な
組
織
が
自
治
会
で
す
。
自
治
会
は
同
じ
地
域
に
住
む
世
帯

に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
、
人
々
の
間
に
日
常
生
活
の
ふ
れ
あ
い
や
共
同
の
活
動
、
共
通
の
経

験
が
あ
り
、
そ
こ
か
ら
連
帯
感
や
共
同
意
識
が
生
ま
れ
、
快
適
で
安
ら
ぎ
と
潤
い
の
あ
る

地
域
社
会
を
形
成
し
て
い
ま
す
。

　
し
か
し
な
が
ら
、
近
年
、
地
域
に
よ
っ
て
は
自
治
会
離
れ
や
少
子
高
齢
化
の
進
展
に
伴

い
、
そ
の
活
動
の
場
や
回
数
が
制
限
さ
れ
て
い
ま
す
。
地
域
住
民
の
繋
が
り
の
薄
さ
が
、

少
年
犯
罪
や
凶
悪
犯
罪
な
ど
の
問
題
を
巻
き
起
こ
す
な
ど
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
維
持

し
て
い
く
上
で
深
刻
な
問
題
が
生
じ
て
い
ま
す
。
そ
こ
で
、
特
に
世
帯
数
の
少
な
い
自
治

会
に
つ
い
て
は
、
近
隣
自
治
会
と
の
統
合
を
図
り
、
そ
の
機
能
を
十
分
に
活
用
で
き
る
態

勢
を
整
え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　地域には、ごみ処理、水質汚濁などの環境問題、青少年の非行、

集会所などの施設の整備や防災、防火など解決しなければならな

い多くの課題が横たわっています。こうした課題は、個人や家庭

の力だけでは解決が困難であり、地域住民が協力し合って解決し

ていく必要があります。このような地域課題を解決するために必

要となる機能が自治会であり、その機能は主に次のように整理す

ることができます。

①親睦機能（住民相互の連携、子ども会、婦人会、老人会、
　　　　　　運動会、祭り、伝統芸能、慶弔など）

②共同防衛機能（防災、防火、防犯、交通安全など）

③環境整備機能（街灯、道路の維持、公民館の維持管理、地
　　　　　　　　区清掃、ゴミの不法投棄問題など）

④行政補助機能（各種行政連絡の伝達、募金など）

⑤要望団体機能（行政への陳情、要望など）

⑥地域の代表機能（自治会をもって地域を代表）

　自治会活動は、一時個々の生活重視の風潮から衰退してきまし

たが、地震や洪水、南島原市でも体験した雲仙普賢岳噴火などの

災害面、子どもへの被害などの防止面、車上・空き巣などの防犯、

少子化・高齢化から、その必要性が強く求められています。

　全国では集落の消滅という、最悪の事態も発生していますので、

そうならないための対策が急がれています。南島原市では、世帯

数の少ない自治会や、高齢者世帯の多い自治会では、近隣自治会

と合同で各種行事に参加しているケースも多くあるようです。手

遅れにならない内に近隣自治会と統合して、明日の私たちの暮ら

しに備えましょう。

■南島原市の自治会数・世帯数■近隣自治体との比較（平成19年３月末日現在）

※最大で195世帯、最小で３世帯となっており、世帯数に
　大きな開きがある

※近隣の自治体に比べて、自治会数の多さが目立つ

◆近隣自治会との統合について、自治会の皆さん
　と話し合ってみましょう！（特に世帯数が20世
　帯以下の自治会）

◆自治会内で統合する話がまとまったら、近隣の
　自治会と話し合いをもちましょう！

◆「統合」して住みやすい地域をつくりましょう！

　
平
成
２
年
11
月
よ
り
始
ま
っ
た
雲

仙
普
賢
岳
災
害
に
よ
り
平
成
５
年
６

月
の
大
規
模
土
石
流
以
降
、
幾
度
か

の
被
害
復
旧
を
繰
り
返
し
ま
し
た
が
、

平
成
５
年
４
月
の
大
規
模
土
石
流
に

よ
り
島
原
外
港
〜
深
江
間
が
約
４
年

間
に
わ
た
り
不
通
と
な
り
、
列
車
代

行
バ
ス
に
よ
る
代
替
輸
送
を
余
儀
な

く
さ
れ
ま
し
た
。

　
平
成
９
年
４
月
の
災
害
復
旧
工
事
完

成
に
よ
り
、
新
た
な
観
光
資
源
と
し
て

ト
ロ
ッ
コ
列
車
の
運
行
を
始
め
、
利
用

者
の
増
加
を
期
待
し
て
お
り
ま
し
た
が
、

少
子
高
齢
化
・
マ
イ
カ
ー
の
普
及
も
進

み
輸
送
人
員
の
減
少
に
歯
止
め
が
か
か

ら
な
い
状
況
が
続
い
て
お
り
ま
す
。
　

　
平
成
11
年
度
か
ら
は
、
ワ
ン
マ
ン

運
行
開
始
に
よ
る
人
員
の
削
減
、
経

営
改
善
に
よ
る
経
費
の
節
減
、
委
託

駅
の
無
人
化
、
現
業
部
門
の
業
務
体

系
見
直
し
に
よ
る
合
理
化
を
図
る
一

方
、
各
種
企
画
乗
車
券
発
売
に
よ
る

運
賃
の
割
引
、
朝
・
夕
の
時
間
帯
に

お
け
る
列
車
増
便
、
Ｊ
Ｒ
諫
早
駅
で

の
接
続
を
考
慮
し
た
ダ
イ
ヤ
設
定
な

ど
利
用
促
進
を
図
っ
て
き
ま
し
た
が

輸
送
人
員
の
減
少
に
よ
り
収
支
改
善

が
図
ら
れ
な
い
状
況
で
あ
り
ま
す
。

　
こ
の
様
な
事
か
ら
、
当
社
と
し
て

は
、
全
社
的
な
収
支
改
善
を
図
る
為

に
は
、
特
に
輸
送
人
員
の
減
少
傾
向

が
大
き
い
島
原
外
港
〜
加
津
佐
駅
間

の
鉄
道
事
業
を
廃
止
せ
ざ
る
を
得
な

い
と
判
断
い
た
し
ま
し
た
。

　
廃
止
区
間
の
代
替
は
、
バ
ス
輸
送

に
て
行
う
こ
と
と
し
、
朝
・
夕
の
通

勤
通
学
時
間
帯
に
支
障
を
来
た
さ
な

い
よ
う
運
行
し
、
昼
間
の
時
間
帯
は
、

現
行
バ
ス
路
線
を
島
原
駅
に
て
乗
継

を
考
慮
し
た
運
行
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

　　　
島
原
鉄
道
南
線
廃
止
は
、
南
島
原

市
民
の
生
活
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ

す
も
の
と
認
識
し
て
い
ま
す
。 

　
島
原
市
も
一
部
区
間
で
関
係
し
ま

す
が
、
ほ
と
ん
ど
の
部
分
、
本
市
が

影
響
を
受
け
る
こ
と
に
な
り
、
特
に

朝
夕
の
通
勤
通
学
者
や
島
原
市
内
に

あ
る
病
院
へ
の
通
院
患
者
さ
ん
な
ど

も
大
変
お
困
り
に
な
る
の
で
は
な
い

で
し
ょ
う
か
。

　
現
在
、
市
役
所
内
部
に
対
策
本
部

を
立
ち
上
げ
、
善
後
策
を
検
討
す
る

よ
う
に
指
示
し
て
お
り
ま
す
。

　
あ
わ
せ
て
、
情
報
を
収
集
の
う
え

市
議
会
・
市
民
の
皆
様
へ
の
説
明
を

行
っ
て
ま
い
り
ま
す
。

　
ま
た
、
こ
れ
に
平
行
し
て
、
県
の

指
導
を
お
願
い
し
な
が
ら
、
沿
線
自

治
体
で
組
織
し
て
い
る
「
島
原
鉄
道

自
治
体
連
絡
協
議
会
」
で
の
対
応
協

議
を
継
続
的
に
行
い
ま
す
。 

　
市
民
の
足
を
確
保
す
る
う
え
で
、

よ
り
よ
い
結
果
を
求
め
て
、
市
議
会

や
市
民
の
方
々
と
情
報
を
共
有
し
な

が
ら
一
体
と
な
っ
て
進
ん
で
ま
い
り

た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　
南
島
原
市
長
　
松
島 

世
佳

　

自治会の役割

統合する必要性

自治会数
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地 区 名

深 江

布 津

有 家

西 有 家

北 有 馬

南 有 馬

口 之 津

加 津 佐

合 計

20世帯以下
の自治会数 最大世帯数 最小世帯数

自 治 体 人 口（ 人 ） 自 治 会 数

南島原市

島 原 市

雲 仙 市

5 5 , 2 3 7

5 0 , 2 9 2

2 4 2

2 2 7

4 2 6

5 0 , 6 7 6

島原鉄道株式会社より島原鉄道南線（島原
外港～加津佐間35.3Km）の区間を、平成20
年 4月 1日に廃止するとの記者発表。　　

１月31日

南島原市島原鉄道廃止問題対策本部を設置。２月１日

第１回南島原市島原鉄道廃止問題対策本部
会議を開催。　　

２月８日

南島原市議会全員協議会にて対策本部の内
容説明。　　

２月９日

第２回南島原市島原鉄道廃止問題対策本部
会議を開催。同日、「島原鉄道自治体連絡協
議会」内に「島原鉄道廃止問題対策会議」が
設置され、会長として吉岡庭二郎島原市長
が就任。

２月20日

南島原～加津佐間の一般乗降調査実施。
調査員延べ人数110名
聞き取り調査人数　約2,260名

３月５日

２月９日

第 3回南島原市島原鉄道廃止問題対策本部
会議を開催。対策本部（南島原市）として、
議会や市民と一体となり、存続を要望する
ことを確認。

３月20日

島原鉄道株式会社へ存続要望書を提出。３月26日

島原鉄道自治体連絡協議会廃止問題対策会
議幹事会。

３月27日

島原鉄道株式会社、南線廃止届出書を九州
運輸局へ提出。

３月30日

〜

　
私
た
ち
に
と
っ
て
、
も
っ
と
も
身
近
な
乗
り
物
、
島
原
鉄
道
。

　
通
勤
、
通
学
、
通
院
、
里
帰
り
…
。
ど
れ
だ
け
私
た
ち
の
暮
ら
し
が

支
え
ら
れ
て
き
た
こ
と
で
し
ょ
う
。

　
い
ま
、
そ
の
歴
史
と
レ
ー
ル
が
途
絶
え
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。

　
１
月
31
日
、
島
原
鉄
道
株
式
会
社
は
、
島
原
鉄
道
線
（
諌
早
〜
加
津

佐
間
）
の
一
部
区
間
で
あ
る
島
原
外
港
〜
加
津
佐
間（
35
・
３
㎞
）を
廃
止

す
る
方
針
を
決
定
し
ま
し
た
。

島
　
原
　
鉄
　
道
　
発
　
表
　（
抜
　
粋
）

自治会の

統合について

考えよう！

島
原
鉄
道
南
目
線

廃
止
問
題
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